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１．１３年３月期の連結業績（平成１２年４月１日～平成１３年３月３１日）

                                                                          (1) 連結経営成績  （百万円未満切り捨て）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 
２，２５２，７７９(　　３．９) ３２４，３０８(　　９．１) １５５，３３４(　２０．６)
２，１６７，６３６(△　０．３) ２９７，３３７(△　５．０) １２８，８２６(　３７．９)

百万円 ％ 　　円　　銭　　円　　銭 　　円　　銭　　円　　銭
９４，０９２(　２２．０)  １２７．７０  １１９．４３
７７，１２０(　８７．４)  １０４．６５  　９８．１０

（注）①持分法投資損益 １３年３月期　△6,456百万円　　１２年３月期　　　694百万円
　　　②期中平均株式数（連結） １３年３月期　736,846,197株　　１２年３月期　736,905,115株
　　　③会計処理の方法の変更 無
　　　④売上高，営業利益，経常利益，当期純利益におけるパーセント表示は，対前期増減率

(2) 連結財政状態

                     百万円百万円  百万円 ％ 円 　　銭 
６，５７３，７２７ １，１７６，３４６ １７．９　 １，５９６．４６　 
６，３１６，９１６ １，０９３，０４５ １７．３　 １，４８３．４１　 

（注）期末発行済株式数（連結） １３年３月期　736,846,046株　　１２年３月期　736,845,182株

(3) 連結キャッシュ・フローの状況
 現金及び現金同等物
 期    末    残    高

                     百万円百万円                      百万円百万円                      百万円百万円 百万円 
６０５，３３０ △４７４，１２７ △１５１，７３８ ５１，４０５ １，２２９．２２　 
５４６，４６２ △４８８，３９２ △　６２，７６５ ５９，９５６ １，２２９．２２　 

(4) 連結範囲及び持分法の適用に関する事項
　　連結子会社数 １０ 社 持分法適用非連結子会社数 ０ 社 持分法適用関連会社数 ２ 社

(5) 連結範囲及び持分法の適用の異動状況
　　連結　（新規） １ 社 １ 社 持分法　（新規） ０ 社 （除外） ０ 社

２．１４年３月期の連結業績予想（平成１３年４月１日～平成１４年３月３１日）

１１，３００億円程度 １，１４０億円程度 　　７２０億円程度

２２，５００億円程度 １，７３０億円程度 １，０９０億円程度

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　１４７円９３銭

経 常 利 益売　上　高

中 間 期

12 年 3 月 期

12 年 3 月 期
13 年 3 月 期

13 年 3 月 期
12 年 3 月 期

問 合 せ 先

営 業 利 益

株主資本比率

平成１３年３月期 決算短信（連結）

13 年 3 月 期
12 年 3 月 期

上 場 会 社 名 中部電力株式会社
コ ー ド 番 号

当期純利益
総　資　本 売　上　高

当期純利益 1株当たり当期純利益 当期純利益率 経常利益率 経常利益率
１株当たり 潜 在 株 式 調 整 後 株 主 資 本

　　　　％ 　　　　％ 　　　　％
８．３ ２．４ ６．９

通 期

13 年 3 月 期

総　資　産 株　主　資　本

キャッシュ・フロー
投 資 活 動 に よ る
キャッシュ・フロー

営 業 活 動 に よ る 財 務 活 動 に よ る
キャッシュ・フロー

売　上　高

７．６ ２．１ ５．９

１株当たり株主資本

経 常 利 益

（除外）

当期純利益
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経営資源を有効活用し様々な事業を展開している。

資源の有効活用をはかる目的で電気通信事業等を展開している。
　当社及び各関係会社の業務を示すと下記のとおりである。

㈱永楽開発※１
㈱中部ﾌﾟﾗﾝﾄｻｰﾋﾞｽ※１

建 設 業 ㈱シーテック※１
㈱中部グリーナリ

関連会社 ㈱トーエネック※２

中部精機㈱
　ほか１社

製 造 業 愛知電機㈱※２
東邦石油㈱
　ほか４社

卸 電 気 事 業 関連会社 上越共同火力発電㈱

ガ ス 業 子 会 社 知多ｴﾙ･ｴﾇ･ｼﾞｰ㈱※１

名古屋熱供給㈱
　ほか２社

永楽運輸㈱
運 輸 業 　ほか１社

関連会社 新日本ヘリコプター㈱

中部ﾃﾚｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ㈱※１
　ほか２社
㈱ﾋﾟｰｴﾇｼﾞｪｲ･ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ

　ほか２社

中電ビル㈱※１
㈱アスパック

中電興業㈱※１
永楽自動車㈱※１
㈱テクノ中部※１
㈱シーティーアイ※１

サ ー ビ ス 業 ㈱ニッタイ
中電ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰｻｰﾋﾞｽ㈱
　ほか９社
知多桟橋管理㈱
　ほか２社

〔電気事業〕

子 会 社不動産賃貸・管理業

子 会 社

関連会社

熱 供 給 業 関連会社

子 会 社

電 気 通 信 ・ 放 送 業

 企業集団の状況 

子 会 社

当企業集団は，当社が営む電気事業とその関連業務を中核として，企業集団が保有する技術・設備などの

具体的には，関連業務として各設備の拡充や保全のための建設業，資機材供給のための製造業等を，経営

子 会 社

子 会 社

関連会社

関連会社

中 部 電 力 ㈱

　　　て合併している。

(注)１ 子会社のうち，※１は連結子会社を示し，無印は持分法非適用の非連結子会社を示す。
　　２ 関連会社のうち，※２は持分法適用の関連会社を示し，無印は持分法非適用の関連会社を示す。
　　３ 中部ﾃﾚｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ㈱については，当期から連結子会社としている。

４ 従来連結子会社であった㈱アステル中部は，中部ﾃﾚｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ㈱（存続会社）と平成12年11月1日をもっ

〔その他の事業〕
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 経 営 方 針  
 

１．経営の基本方針 
昨年３月から電力小売りの部分自由化が導入されたことに伴い，エネルギー間や業態間の

垣根を越えて，幅広い分野の企業が電力市場へ参入できるようになり，電気事業は本格的
な競争の時代に突入しております。 
このような経営環境のもとで，当社は，電気事業を中核に競争を勝ち抜く“総合エネルギ

ー企業”として，皆さまから選択される企業を目指すとともに，保有する経営資源を最大
限に活用し，中電グループ全体での企業価値の向上に努めます。また，社会と共に歩む企
業として，地球環境の保全，地域との共生，未来に向けた研究開発の推進にも力を注いで
まいります。 
この経営理念の具現に向け，以下の経営目標と業務運営方針を設定いたしました。当社は

これらを達成することにより，お客さま，株主・投資家など各方面の皆さまのご期待に応
える行動と成果をお示ししてまいります。 

【経営目標】 

＜当社経営目標＞ 
● 売上高         ２兆円以上      （平成１３～１５年度の３ヵ年平均） 
● 経常利益        １，５００億円以上  （平成１３～１５年度の３ヵ年平均） 
● ＲＯＡ（総資産利益率） １．５％以上     （平成１３～１５年度の３ヵ年平均） 
● 有利子負債残高     ３兆６，０００億円以下（平成１７年度末までに） 
● 株主資本比率      ２０％以上      （平成１４年度末までに） 
● 社員数         １７，１００人程度  （平成１７年度末までに） 

＜グループ経営目標＞ 
● グループ外売上高    ２０％以上拡大    （平成１７年度時点） 

＊１…ＲＯＡ（総資産利益率）＝当期利益／期首期末平均総資産 

＊２…平成１０～１２年度の３ヵ年平均値対比 

【業務運営方針】 

(1) 選択いただける企業活動の展開 

私どもの最大の財産であるお客さまの信頼をより強固なものとするよう安定的かつ低廉
な電気の供給に一層の努力を傾注するとともに，多様なエネルギーをお客さまのニーズに
合わせてお届けするエネルギーソリューションの実現などを通じて優れたサービスの提供
に努めます。 

(2) 低コスト体質の強化 
設備の柔軟な形成・運用，燃料・資機材の機動的な調達，ＩＴ（情報技術）の積極的活用

などにより低コスト体質の一層の強化に努めるとともに，競争の進展にともなうリスクに
的確に対応します。 

(3) 経営成果の効果的活用 

企業活動から生み出される経営成果を，お客さまへのサービス向上に役立てるとともに，
株主・投資家の皆さまにとっても魅力ある企業づくりを目指して財務体質の改善や当社の
強みを活かせる新たな事業への投資等に効果的に活用します。 

(4) 変化に適応する組織力の充実 
昨年１０月に設置した「経営改革本部」での検討結果に基づき，経営意思決定プロセス，

組織・権限および経営管理体系のあり方について見直しを行い，競争市場に機敏に対応で
きる組織力のさらなる充実を図ります。 

２．利益配分に関する基本方針 

当社は，企業活動から生み出された成果につきましては，財務体質の改善や収益基盤の
拡充などへの効果的な配分を通じて企業価値の向上に役立てるとともに，株主の皆さまに
適切に還元できるよう努めてまいります。 
内部留保資金につきましては，電気事業における設備投資，新規事業投資の資金のほか，

財務体質を改善するための資金に充当することとしております。 
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１．当期の概況

 (1) 収支状況
当期の収支の状況は，連結グループの中核事業である電気事業を営む当社の決算状況を反映

(前期比 20.6％増)，連結当期純利益は 940億円（前期比 22.0％増）となりました。

　① 中部電力

          

 563億kWhとなりました。

 〔販売電力量〕 （単位：億kWh,％)

　　ｂ 供給力

 830億kWhとなりました。

 〔発受電電力量〕 （単位：億kWh,％)

自水        力 ( ) ( ) ( )

社
( ) ( ) ( )

ａ 収益

 2兆 1,928億円となりました。
　なお，売上高は，前期に比べ 673億円増加し 2兆 1,828億円となりました。

      ｂ 費用

　しました。

や低圧電力での夏季の高気温影響による冷房設備の稼動増などにより，前期比 2.7％増の

前期比 3.1％増の 317億kWhとなりました。

3.1

電灯電力料は，電気料金の引下げの影響があったものの，販売電力量の増加や燃料

１１年度

307

増 　減
(B) (A-B) (A-B)/B(A)

14 2.7

(A-B)/B

344

ことに加え，他社受電量も増加したことなどにより，火力発電量は，前期比 4.1％減の

24
6

特    定
規模需要

317 10電  灯
電  力 549

2.0

　しました。

ました。その他収益 502億円を加えた経常収益合計では，前期に比べ 739億円増加し

・人件費(2,456億円)は，退職給与金の減少などにより，前期に比べ 177億円減少

費調整制度による収入増があり，前期に比べ 647億円増加し 2兆 1,425億円となり

35.3
9.3

9.9

・燃料費(3,656億円)は，原油価格の上昇などにより，前期に比べ 584億円増加

27

57 4融 通
揚 水 用

2.8
1.7
2.5

１１年度

301,2001,230

102

増 　減

し，連結売上高は 2兆 2,527億円（前期比 3.9％増），連結経常利益は 1,553億円

電灯は，契約数の増加に加え，夏季の高気温影響による冷房設備の稼動増などにより，

電力は，高圧電力Ａ・ＢにおけるＩＴ関連や自動車向け生産の増加に加え，業務用電力

１２年度

需　要

　特定規模需要は，前期比 1.7％増の 350億kWhとなりました。
この結果，販売電力量は，前期比 2.5％増の 1,230億kWhとなりました。

・修繕費(2,432億円)は，ほぼ前年並みとなりました。

△ 20

収　支

1,3101,337合 計
△  22 2 △ 10.5

87.0

88
(B)

865
251

880 856
563

350

(A-B)

25

水力発電量は，渇水（出水率97.0％）ではありましたが，前期（出水率93.2％）
を上回り増加しました。また，原子力発電量が高稼動（設備利用率87.0％）により増加した

△ 35

(A)
１２年度

4.5

△  4.1

75
53

4
93.2 3.8

8.1
27

78.9(設備利用率)
他 社 受 電

計

合　　　  計

以    外
特定規模需要

経  営  成  績

原　 子   力

（ 出 水 率 ）
92

830
276

97.0
火　　　　力

水　　　　力

供給力
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ｃ 利益

（前期比 22.8％増）となりました。

　② その他

 (2) キャッシュ・フローの状況

 6,053億円(前期比 10.8％増)の資金増加となりました。

 (3) 当期の利益配分に関する事項

２． 次期の見通し

 〔次期業績見通し〕

 〔主要諸元表〕

・支払利息(1,547億円)は，金利の低下などにより，前期に比べ 36億円減少しました。
その他の設備における減価償却の進行などにより，前期に比べ 94億円減少しました。

比べ 190億円増加しました。

　 　  （0.6％減）

　       （4％増）

通 期

　 　   （0.1％減）

 22,500億円程度

　 　    （11％増）

ことにより，以下のような業績を見込んでおります。

　 　  （2.6％減）

これにより，経常利益は，1,532億円（前期比 21.3％増），当期純利益は 987億円

キャッシュ・フローは，配当の支払いに加え有利子負債の圧縮に努め 1,517億円(前期比

当期の期末配当金は，中間配当金と同様に１株につき３０円を予定しております。この

電気事業における平成１３年度の販売電力量は，1,230億kWh 程度と想定しております。

おります。

当社の連結子会社は主に電気事業の関連業務を行っており連結グループ内の取引が大半

充当しております。

中 間 期

結果，当期の配当性向は４４．８％となります。

 141.8％増)の資金減少となりました。
　以上に加え，連結子会社の追加があり，資金残高は 514億円(前期比 14.3％減)となりました。

一方，経営全般にわたる効率化を推進し，設備関連費用をはじめとした経費を削減する

・その他費用(4,652億円)は，他社受電増に伴う購入電力料の増加などにより，前期に

以上の結果，経常費用合計では，前期に比べ 470億円増加し，2兆 396億円となりました。

　項　　　　　目

連 結 個 別 連 結

 10,900億円程度

　1,100億円程度

    700億円程度

１３年度(想定)

為替レート(ｲﾝﾀｰﾊﾞﾝｸ)

(＄／ｂ)

(円／＄)

・減価償却費(4,163億円)は，碧南４号機の試運転開始に伴う償却費の計上があったものの，

当期においては，営業活動によるキャッシュ・フローは，電灯電力料収入などにより

一方，投資活動によるキャッシュ・フローでは，コストダウンなどにより設備投資支出
の抑制に取り組んだ結果 4,741億円(前期比 2.9％減)の資金減少にとどまり，財務活動による

（売上高ベースで７割程度）であるため，連結決算における影響は小さいものとなって

当連結グループは，営業活動により獲得した現金及び現金同等物（以下「資金」）を，
主として新規固定資産の取得や配当等による株主の皆さまへの利益還元のための支出に

　１２５程度

１１年度

２０．９

  １１２

２８．４

  １１１

１２年度

　　２７程度原 油 Ｃ Ｉ Ｆ 価 格

売 上 高

　　     (20％減）

    720億円程度

経 常 利 益

　 　  （1.0％減）

  1,030億円程度

　　     (26％減）
当 期 純 利 益

 11,300億円程度

　      （21％減）

　1,140億円程度

　      （24％減）

  1,730億円程度

  1,090億円程度

　       （4％増）

個 別

　       （16％増）

 21,700億円程度

  1,600億円程度

- 5 -



                                                              （単位：億円,% ）

電灯電力料 21,425 20,778 647 3.1 97.7 98.1

その他収益 502 410 91 22.4 2.3 1.9

[ 売 上 高 ] [ 21,828 ] [ 21,155 ] [ 673 ] [ 3.2 ]

小 計 21,928 21,188 739 3.5 100.0 100.0

2,720 2,355 364 15.5

△ 194 10.7

[ 22,527 ] [ 21,676 ] [ 851 ] [ 3.9 ]

22,628 21,718 909 4.2

人 件 費 2,456 2,633 △ 177 △ 6.7 12.0 13.2

燃 料 費 3,656 3,071 584 19.0 17.9 15.4

修 繕 費 2,432 2,426 6 0.2 11.9 12.2

減価償却費 4,163 4,257 △ 94 △ 2.2 20.4 21.4

支 払 利 息 1,547 1,583 △ 36 △ 2.3 7.6 7.9

公 租 公 課 1,487 1,489 △ 2 △ 0.1 7.3 7.5

その他費用 4,652 4,462 190 4.3 22.9 22.4

小 計 20,396 19,925 470 2.4 100.0 100.0

2,610 2,282 327 14.4

△ 153 8.6

21,074 20,430 644 3.2

1,553 1,288 265 20.6

[ 1,532 ] [ 1,263 ] [ 268 ] [ 21.3 ]

18 △ 73.5

1,559 1,312 246 18.8

610 535 75 14.0

8 5 2 34.6

940 771 169 22.0

[ 987 ] [ 804 ] [ 183 ] [ 22.8 ]
　　（注）億円未満切り捨て

当 期 純 利 益

［ 中 部 電 力 ］

 連 結 収 支 比 較 表 

税 金 費 用

少 数 株 主 利 益

当 期 経 常 利 益

［ 中 部 電 力 ］

渇 水 準 備 金

税 引 前 当 期 純 利 益

項　　　目

連 結 子 会 社

内 部 取 引 等

連 結 子 会 社

内 部 取 引 等

経

常

収

益

中
部
電
力

中

部

電

力

経

常

費

用

合 計

１１年度 構  成  比

（Ａ）

１２年度

(A-B)/B（Ａ－Ｂ）

増  　   減

（Ｂ） １２年度 １１年度

△1,825

△1,931 △1,778

△2,020

［ 売 上 高 ］

△ 6 △ 24

合 計
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連    結    貸 　 借    対    照    表

（単位：百万円）

13年３月末 12年３月末 増　　　減 13年３月末 12年３月末 増　　　減

 6,304,918 6,061,834 243,084 　 4,025,842 3,908,827 117,015 

　　 4,743,910 4,934,472 △190,562 1,944,318 2,000,545 △ 56,226 

437,689 453,674 △ 15,985 146,266 146,266 － 

973,635 1,089,597 △115,961 1,499,251 1,385,596 113,654 

256,517 277,080 △ 20,563 146,606 116,124 30,482 

1,390,767 1,419,859 △ 29,092 182,496 168,615 13,881 

595,945 617,657 △ 21,712 74,655 69,817 4,838 

884,223 875,136 9,087 32,246 21,859 10,386 

203,529 199,814 3,714 

1,603 1,651 △ 48 　 1,349,081 1,305,377 43,704 

　　 346,485 179,644 166,840 385,627 371,628 13,999 

　 664,630 507,211 157,419 368,168 454,228 △ 86,060 

664,630 507,211 157,419 81,529 88,203 △ 6,673 

　 175,080 155,580 19,499 75,047 66,171 8,875 

37,328 46,936 △ 9,608 438,708 325,145 113,562 

137,751 108,643 29,107 

　 374,812 284,925 89,886 　 1,852 2,507 △ 655 

200,180 127,056 73,123  1,852 2,507 △ 655 

79,085 92,792 △ 13,706 　

95,946 65,217 30,728 　 5,376,777 5,216,712 160,064 

△ 399 △ 140 △ 258 

　 268,742 254,784 13,958 20,603 7,158 13,445 

37,970 47,557 △ 9,586 

119,284 107,044 12,239 　 374,513 374,513 － 

63,850 56,316 7,534 　 14,241 14,241 － 

13,100 17,733 △ 4,632 758,081 704,301 53,780 

35,190 28,687 6,502 29,522 － 29,522 

△ 653 △ 2,554 1,900 　 1,176,359 1,093,056 83,302 

　 65 297 △ 232 △ 12 △ 11 △ 1 

65 297 △ 232 　 1,176,346 1,093,045 83,301 

合            　　　  計 6,573,727 6,316,916 256,811 合            　　　  計 6,573,727 6,316,916 256,811 

負 債 合 計

少 数 株 主 持 分

資 本 合 計

繰 延 資 産

そ の 他 の 繰 延 資 産

そ の 他 の 流 動 資 産

貸 倒 引 当 金 （ 貸 方 ）

資 本 準 備 金

連 結 剰 余 金

自 己 株 式

固 定 負 債

社 債

転 換 社 債

長 期 借 入 金

退 職 給 付 引 当 金

使用済核燃料再処理引当金

原子力発電施設解体引当金

そ の 他 の 固 定 負 債

流 動 負 債

資　　　　　　産　　　　　　の　　　　　　部 負 債 ， 少 数 株 主 持 分 及 び 資 本 の 部

流 動 資 産

長 期 投 資

そ の 他 の 投 資 等

業 務 設 備

その他の電気事業固定資産

そ の 他 の 固 定 資 産

配 電 設 備

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形 及 び 売 掛 金

た な 卸 資 産

繰 延 税 金 資 産

投 資 等

繰 延 税 金 資 産

貸 倒 引 当 金 （ 貸 方 ）

固 定 資 産 仮 勘 定

核 燃 料

装 荷 核 燃 料

建設仮勘定及び除却仮勘定

原 子 力 発 電 設 備

送 電 設 備

変 電 設 備

加 工 中 等 核 燃 料

固 定 資 産

電 気 事 業 固 定 資 産

水 力 発 電 設 備

汽 力 発 電 設 備

渇 水 準 備 引 当 金

特 別 法上 の引 当金

その他有価証券評価差額金

平成１３年 ３ 月３１日現在

科                目 科                目

資 本 金

１年以内に期限到来の固定負債

短 期 借 入 金

支 払 手 形 及 び 買 掛 金

未 払 税 金

そ の 他 の 流 動 負 債
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（注）

１　有形固定資産の減価償却累計額　6,729,770百万円

２　保証債務　243,722百万円　社債の債務履行引受契約に係る偶発債務　390,858百万円

３　受取手形裏書譲渡高　284百万円

４　その他の固定資産に含まれる連結調整勘定　23,610百万円

　追加情報

１　金融商品会計

　　当期から金融商品に係る会計基準を適用している。

２　退職給付会計
　　当期から退職給付に係る会計基準を適用している。

　　これによる会計基準変更時差異（23,902百万円）については，当期にその全額を費用処理している。

　　また，従来の退職給与引当金は退職給付引当金に含めて表示している。
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連　　結　　損    益    計    算    書

平成１２年 ４ 月　１日から

平成１３年 ３ 月３１日まで

 （単位：百万円）

当　　期 前　　期 増　　減 当　　期 前　　期 増　　減

1,928,471 1,870,299 58,171 2,252,779 2,167,636 85,142 

1,861,844 1,815,820 46,024 2,180,766 2,113,864 66,901 

66,626 54,479 12,147 72,013 53,772 18,240 

(324,308) (297,337) ( 26,970)

179,000 172,720 6,280 10,027 4,209 5,817 

158,908 160,693 △ 1,784 1,363 1,224 139 

20,092 12,026 8,065 435 212 223 

6,138 － 6,138 

－ 694 △ 694 

2,088 2,078 10 

2,107,471 2,043,019 64,452 2,262,806 2,171,846 90,960 

155,334 128,826 26,507 

△ 655 △ 2,471 1,815 

         渇水準備引当金取崩し(貸方)△ 655 △ 2,471 1,815 

155,989 131,297 24,691 

58,613 51,474 7,138 

2,483 2,108 375 

800 594 205 

94,092 77,120 16,972 

そ の 他 の 営 業 外 収 益

科　　　　　　　 目 科　　　　　　　 目

営 業 費 用

営 業 利 益

電 気 事 業 営 業 費 用

そ の 他 事 業 営 業 費 用

為 替 差 益

持分法による投資利益

営 業 外 費 用

渇水準備金引当又は取崩し

支 払 利 息

そ の 他 の 営 業 外 費 用

当 期 経 常 利 益

当 期 純 利 益

税金等調整前当 期純 利益

少 数 株 主 利 益

渇水準備引当金取崩し(貸方)

法 人 税 等 調 整 額

法人税，住民税及び事業税

費         用         の         部 収         益         の         部

当 期 経 常 収 益 合 計

受 取 配 当 金

受 取 利 息

電 気 事 業 営 業 収 益

そ の 他 事 業 営 業 収 益

当 期 経 常 費 用 合 計

営 業 収 益

営 業 外 収 益
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 （単位：百万円）

当　　　期 前　　　期

704,301  641,846  

704,301  545,853  

－  95,992  

7,841  27,194  

45  27,194  

7,784  －  

11  －  

48,153  41,860  

47,895  36,898  

258  260  

－  4,702  

94,092  77,120  

758,081  704,301  

連 結 剰 余 金 期 首 残 高

連結子会社増加に伴う剰余金増加高

配 当 金

連 結 剰 余 金 増 加 高

過 年 度 税 効 果 調 整 額

連 結 剰 余 金 減 少 高

持 分 法 適 用 会 社 の 持 分 比 率
増 加 に 伴 う 剰 余 金 増 加 高

連結子会社減少に伴う剰余金増加高

連　　結　　剰　　余　　金　　計　　算　　書

平成１２年 ４ 月　１日から

平成１３年 ３ 月３１日まで

連 結 剰 余 金 期 首 残 高

科　　　　　　　 目

役 員 賞 与

利 益 に よ る 自 己 株 式 消 却 額

連 結 剰 余 金 期 末 残 高

当 期 純 利 益
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（単位：百万円）

科　　　　　　　　　　目 当　　　期 前　　　期

 

155,989  131,297  

454,689  455,174  

19,585  19,589  

11,236  10,367  

－  △ 10,404  

30,776  －  

13,881  18,089  

4,838  4,600  

△ 655  △ 2,471  

△ 1,799  △ 1,436  

158,908  160,693  

△ 9,345  △ 3,724  

△ 6,861  △ 7,637  

△ 6,692  8,132  

△ 9,765  △ 28,322  

814,786  753,948  

　 1,799  1,436  

△ 160,868  △ 165,183  

△ 50,387  △ 43,738  

605,330  546,462  

△ 436,983  △ 477,666  

△ 66,443  △ 54,871  

37,747  38,058  

　 △ 8,448  6,086  

△ 474,127  △ 488,392  

291,779  199,081  

△ 332,925  △ 236,766  

170,086  105,830  

△ 181,280  △ 146,036  

395,328  823,408  

△ 488,685  △ 823,691  

1,071,000  890,000  

△1,029,000  △ 833,000  

△ 47,849  △ 36,878  

△ 5  △ 5  

－  △ 4,702  

△ 186  △ 3  

△ 151,738  △ 62,765  

0  －  

△ 20,535  △ 4,695  

59,956  59,336  

11,984  5,315  

51,405  59,956  

連 結 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書

平成１２年 ４ 月　１日から

平成１３年 ３ 月３１日まで

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

配 当 金 の 支 払 額

少 数 株 主 へ の 配 当 金 の 支 払 額

自 己 株 式 消 却 に よ る 支 出

そ の 他

短 期 借 入 れ に よ る 収 入

短 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出

コマーシャル・ペーパーの発 行に よる 収入

コマーシャル・ペーパーの償 還に よる 支出

社 債 の 発 行 に よ る 収 入

社 債 の 償 還 に よ る 支 出

長 期 借 入 れ に よ る 収 入

長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出

投 融 資 の 回 収 に よ る 収 入

そ の 他

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

法 人 税 等 の 支 払 額

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出

投 融 資 に よ る 支 出

小　　　　　　　　　　計

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額

利 息 の 支 払 額

た な 卸 資 産 の 増 減 額

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 の 増 減 額

そ の 他

渇 水 準 備 引 当 金 の 増 減 額

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金

支 払 利 息

受 取 手 形 及 び 売 掛 金 の 増 減 額

営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益

減 価 償 却 費

核 燃 料 減 損 額

固 定 資 産 除 却 損

退 職 給 与 引 当 金 の 増 減 額

退 職 給 付 引 当 金 の 増 減 額

使 用 済 核 燃 料 再 処 理 引 当 金 の 増 減 額

原 子 力 発 電 施 設 解 体 引 当 金 の 増 減 額

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 末 残 高

現 金 及 び 現 金 同 等 物 に 係 る 換 算 差 額

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 減 額

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高

連結範囲の変更による現金及び現金同等物の増減額
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　１　連結の範囲に関する事項
　　　連結子会社数　１０社連結子会社数　　１０社

連結子会社名は企業集団の状況に記載している。
中部テレコミュニケーション㈱については，当連結会計年度より連結の範囲に含めている。

　　キャッシュ・フロー計算書を連結している。
また，従来連結子会社であった㈱アステル中部は，中部テレコミュニケーション㈱（存続会社）

　　と平成12年11月1日をもって合併している。
連結の範囲から除外した非連結子会社は，その総資産，売上高，当期純損益，剰余金の規模等か

　　らみて，これらを連結範囲から除いても連結財務諸表に及ぼす影響に重要性が乏しい。

　２　持分法の適用に関する事項
持分法適用の関連会社数　２社
持分法適用会社名は企業集団の状況に記載している。
持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社は，それぞれ連結純損益及び連結剰余金に及

　　ぼす影響が軽微であり，かつ，全体としてもその影響に重要性が乏しい。

　３　連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の事業年度の末日は，連結決算日と一致している。

　４　会計処理基準に関する事項
　 (1)　重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産は，定率法によっている。
　 (2)　重要な資産の評価基準及び評価方法
　　　ア  有価証券
　　　　　その他有価証券のうち時価のあるものは，移動平均法による原価法によっている。有価証券のうち時価のあるその他有価証券は，時価法によっている。

また，時価のないその他有価証券は，移動平均法による原価法によっている。
　　　イ  たな卸資産

たな卸資産のうち燃料は，総平均法による原価法によっている。

   (3)　重要な引当金の計上基準
　　　ア　退職給付引当金

退職時に見込まれる退職給付額に基づく現価額から，年金資産の額を控除した額を計上して
いる。

　　　イ　使用済核燃料再処理引当金
使用済核燃料再処理費の期末要支払額の６０％を計上する方法によっている。

　　　ウ　原子力発電施設解体引当金
原子力発電施設解体費の総見積額を基準とする額を原子力発電実績に応じて計上している。

   (4)　消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は，税抜方式によっている。

　５　連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項
連結子会社の資産及び負債の評価については，全面時価評価法を採用している。

　６　連結調整勘定の償却に関する事項
連結調整勘定の償却については，発生原因に応じ20年以内で均等償却を行っている。

　７　利益処分項目等の取扱いに関する事項
連結剰余金計算書は，連結会社の利益処分について連結会計年度中に確定した利益処分に基づい

　　て作成している。

　８　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は，手許現金，要求払預金

　　及び容易に換金可能であり，かつ価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月
　　以内に償還期限の到来する短期投資としている。

　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項　

ただし，同社の支配獲得日が上期末であるため，貸借対照表，下期の損益計算書項目及び
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1　事業の種類別セグメント情報

当　　期 （単位：百万円）

電気事業 その他の事業 計 消去又は全社 連　　結

Ⅰ売上高及び営業損益

　　売　上　高

　 (1)外部顧客に対する売上高 2,180,766 72,013 2,252,779 － 2,252,779

　 (2)セグメント間の内部売上高

　　　又は振替高 2,133 198,883 201,016 △ 201,016 －

　　　　　　　　 計 2,182,899 270,896 2,453,796 △ 201,016 2,252,779

　　営 業 費 用 1,871,850 256,293 2,128,144 △ 199,673 1,928,471

　　　営 業 利 益 311,049 14,602 325,651 △ 1,343 324,308

Ⅱ資産，減価償却費及び資本的支出

　　資　　　産 6,247,121 441,661 6,688,783 △ 115,055 6,573,727

　　減価償却費 416,467 41,297 457,765 △ 3,075 454,689

　　資本的支出 463,154 31,093 494,248 △ 5,601 488,647

（注） 1  事業区分の方法

　　　　　事業活動における業務の種類を勘案して区分している。

　　　 2  各区分に属する主要な製品の名称等

事　業　区　分 主　要　な　製　品　・　事　業　活　動

　電気事業 電力供給　

　その他の事業

前　　期

2　所在地別セグメント情報

　 当期及び前期については，本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社がないため，該当事項はない。

3　海外売上高

　 当期及び前期については，海外売上高がないため，該当事項はない。

 を省略している。

電気事業の売上高，営業利益及び資産の金額は，いずれも全セグメントに占める割合が９０％超であるため，その記載

 セグメント情報 

発電・送電・変電設備の建設・点検・保修工事，建物の設計・建築・修理，電
気通信サービス，不動産の賃貸及び管理，火力発電所燃料荷役・受入・貯蔵・
気化及び送り出し，電柱広告，情報処理サービス，自動車のリース
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(単位：百万円）

　リース物件の所有  1　借 手 側  1　借 手 側

権が借主に移転する (1) リース物件の取得価額相当額，減価償却累 (1) リース物件の取得価額相当額，減価償却累

と認められるもの以    計額相当額及び期末残高相当額    計額相当額及び期末残高相当額
外のファイナンス・
リース取引

電気事業
固定資産 4,197 1,948 2,249

電気事業
固定資産 5,739 2,036 3,702

その他の
固定資産 8,520 4,262 4,258

その他の
固定資産 9,098 3,515 5,583

合 計 12,718 6,210 6,507 合 計 14,838 5,551 9,286

(2) 未経過リース料期末残高相当額 (2) 未経過リース料期末残高相当額

1 年 内 1 年 内

1 年 超 1 年 超

合 計 合 計

(3) 当期の支払リース料及び減価償却費相当額 (3) 当期の支払リース料及び減価償却費相当額

2,618 2,923

2,618 2,923

(4) 減価償却費相当額の算定方法 (4) 減価償却費相当額の算定方法

当　　　　期 前　　　　期

　リース期間を耐用年数とし，残存価額を零
とする定額法によっている。

　なお，取得価額相当額は，未経過リース料
期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め
る割合が低いため，支払利子込み法により算
定している。

 リース取引 

項　　　　目

取 得 価 額
相 当 額

期 末 残 高
相 当 額

取 得 価 額
相 当 額

減 価 償 却
累 計 額
相 当 額

期 末 残 高
相 当 額

6,574

減 価 償 却
累 計 額
相 当 額

2,339

4,234

    同　左

    同　左

2,806

6,581

9,387

減 価 償 却 費 相 当 額

支 払 リ ー ス 料

    同　左

支 払 リ ー ス 料

減 価 償 却 費 相 当 額

　なお，未経過リース料期末残高相当額は，
未経過リース料期末残高が有形固定資産の期
末残高等に占める割合が低いため，支払利子
込み法により算定している。
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(単位：百万円）

　リース物件の所有  2　貸 手 側  2　貸 手 側
権が借主に移転する

と認められるもの以    及び期末残高    及び期末残高
外のファイナンス・
リース取引

その他の
固定資産 11,572 5,822 5,750

その他の
固定資産 11,692 5,901 5,791

(2) 未経過リース料期末残高相当額 (2) 未経過リース料期末残高相当額

1 年 内 1 年 内

1 年 超 1 年 超

合 計 合 計

(3) 当期の受取リース料及び減価償却費 (3) 当期の受取リース料及び減価償却費

2,532 2,726

1,911 2,052

前　　　　期

受 取 リ ー ス 料

減 価 償 却 費

2,487

5,261

7,749

　　同　左

(1) リース物件の取得価額，減価償却累計額

取 得 価 額
減 価 償 却
累 計 額 期 末 残 高

減 価 償 却
累 計 額 期 末 残 高

(1) リース物件の取得価額，減価償却累計額

5,102

取 得 価 額

項　　　　目

減 価 償 却 費

2,378

受 取 リ ー ス 料

7,480

　なお，未経過リース料期末残高相当額は，
未経過リース料期末残高及び見積残存価額の
残高の合計額が，営業債権の期末残高等に占
める割合が低いため，受取利子込み法により
算定している。

当　　　　期
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  当　期

１　役員及び個人主要株主等

(単位：百万円)

安部浩平

当社代表取締役会長

財団法人中部産業活性化

センター　会長

(被所有)

直接  0.0%

財団法人中部産業

活性化センターへ

の寄付金の拠出

(注)2(1)

6 ―

明治生命保険相互

会社からの資金借

入(注)2(2)
30,000 長 期 借 入 金 82,776

明治生命保険相互

会社への利息支払

(注)2(2)
1,836 ―

２　子会社等

(単位：百万円)

建設工事に伴う請

負代など(注)2(3)
71,951 その 他の 流動 負債 9,557

修繕工事に伴う請

負代など(注)2(3)
41,208 同　　上 5,174

その他(注)2(3) 447 同　　上 36

(注)1 取引金額には，消費税等を含めて記載している。

　　2 取引条件及び取引条件の決定方針等

 　 (1) 第三者（財団法人中部産業活性化センター）の代表者として行った取引であり，中部グリーン電力基金の趣旨に賛同し，寄付を実施したものである。

 　 (2) 第三者（明治生命保険相互会社）の代表者として行った取引であり，市場金利を勘案して合理的に決定している。

　  (3) 市場価格等を勘案し，一般的取引条件と同様に決定している。

―

役員の

兼任等

議決権等

の 所 有

(被所有)

割　　合
事業上

の関係

 関連当事者との取引 

(被所有)

直接  0.0%

建設業

配電設備

新増設，

修繕工事

及び電力

施設関連

工事

兼任

 1人

転籍

 8人

関連

会社

株式会社

　ﾄｰｴﾈｯｸ
7,680

(所有)

直接 25.7%

名古屋市

中区

―

属性
会社等

の名称
住　所

波多健治郎

科　　目
取引

金額
取引の内容

関係内容

当社監査役

明治生命保険相互会社

代表取締役会長

期末

残高

会社等

の名称
住　所

議決権等

の 所 有

(被所有)

割　　合

関係内容

役員の

兼任等

事業上

の関係

期末

残高

役員

資本金

又　は

出資金

資本金

又　は

出資金

事業の内容

又 は 職 業

事業の内容

又 は 職 業
取引の内容

取引

金額
科　　目属性
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(単位：百万円)

　　　１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　　　　　繰延税金資産

　　　　　　繰延資産償却損金算入限度超過額 29,335

　　　　　　退職給付引当金損金算入限度超過額 27,383

　　　　　　未実現利益の消去 13,868

　　　　　　使用済核燃料再処理引当金損金算入限度超過額 11,980

　　　　　　減価償却費損金算入限度超過額 9,452

　　　　　　原子力発電施設解体引当金損金算入限度超過額 7,353

　　　　　　その他 20,490

　　　　　繰延税金資産合計 119,863

　　　　　繰延税金負債

　　　　　　その他有価証券評価差額金 △ 16,318

　　　　　　適格退職年金前払計上額 △ 11,190

　　　　　　その他 △ 168

　　　　　繰延税金負債合計 △ 27,677

　　　　　繰延税金資産の純額 92,186

　　　　（注）当期における繰延税金資産の純額は，連結貸借対照表の以下の項目に含まれている。

　　　　　　　　固定資産－繰延税金資産 79,085

　　　　　　　　流動資産－繰延税金資産 13,100

　　　２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの，

　　　　当該差異の原因となった主要な項目別の内訳

　　　　　親会社の法定実効税率 35.7 ％

　　　　　（調　整）

　　　　　　　持分法による投資損益 1.5 ％

　　　　　　　損金不算入の項目 0.6 ％

　　　　　　　その他 1.4 ％

　　　　　税効果会計適用後の法人税等の負担率 39.2 ％

 税効果会計 

当　　　　期
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                                                                            （単位：百万円）

1 満期保有目的の債券で時価のあるもの
（時価が連結貸借対照表計上額を超えるもの）
 　　　　国債・地方債等 1,288 62
 　　　　社　　　　　債 1,158 67
 　　　　そ　　の　　他 1,035 17
 　　　　小　　　　　計 3,482 146
（時価が連結貸借対照表計上額を超えないもの）
 　　　　社　　　　　債 199 △ 0
 　　　　小　　　　　計 199 △ 0
 　　　　合　　　　　計 3,682 146
2 その他有価証券で時価のあるもの
（連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの）
 　　　　株　　　　　式 66,511 45,643
 　　　　債　　　　　券
　　　　　　社　　　　　債 321 3
　　　　　　そ　　の　　他 894 22
 　　　　そ　　の　　他 20 0
 　　　　小　　　　　計 67,747 45,670
（連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの）
 　　　　株　　　　　式 553 △ 64
 　　　　債　　　　　券
　　　　　　社　　　　　債 298 △ 1
　　　　　　そ　　の　　他 1,151 △ 48
 　　　　そ　　の　　他 41 △ 19
 　　　　小　　　　　計 2,045 △133
 　　　　合　　　　　計 69,792 45,536
3 当連結会計年度中に売却したその他有価証券

41 △ 93
4 時価のない主な有価証券の内容

　　　　 その他有価証券
　　　　　  非上場株式（店頭売買株式を除く） 57,928
　　　　　  そ　　の　　他 24,646
　　　　 合　　　　　計 82,575
5 その他有価証券のうち満期があるもの及び
　満期保有目的の債券の今後の償還予定額
 　　　　債　　　　　券
　　　　　　国債・地方債等 － 199 －
　　　　　　社　　　　　債 297 718 －
　　　　　　そ　　の　　他 286 497 567
　　　　 合　　　　　計 584 1,416 567

（単位：百万円）

 　　　　関連会社株式 12,990 11,994

（注）個別財務諸表に「有価証券」として注記するものを併せて記載している。

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

種　　　   　  　  　類

種　　　   　  　  　類

3,793

取 得 原 価

売 却益 の合 計額

連結貸借対照表計上額

１ 年 以 内
１ 年 超 ５ 年 超

１ ０ 年 超
５ 年 以 内 １ ０ 年 以 内

対 照 表 計 上 額

199
199

売 却 額

24,256
2,179

22,076

617

20

20,867

有　価　証　券

317
871

当　　　　　　　　　期

時 価

連 結 貸 借

1,225
1,090
1,018

3,335

 有　価　証　券 

差 額

差 額

売 却損 の合 計額

300
1,200

61

3,535

連 結 貸 借
対 照 表 計 上 額

1,026
1,014
1,428

995

3,468

当　　　　　　　　　期

貸借対照表計上額 時 価 差 額
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                                                                            （単位：百万円）

種　　　   　  　  　類 連結貸借対照表
計 上 額

　固定資産に属するもの
　　　　 株　　　　　式 48,671 81,717 33,046
 　　　　債　　　　　券 2,821 2,858 37
　　　　 そ　　の　　他 164 166 1

　　　　 小　　　　　計 51,657 84,742 33,085

　流動資産に属するもの
　　　　 債　　　　　券 527 538 10
　　　　 そ　　の　　他 680 592 △88

　　　　 小　　　　　計 1,208 1,130 △77
　　　　 合　　　　　計 52,865 85,873 33,008

(注) 1　時価の算定方法
　　(1)　上場有価証券 主に東京証券取引所の最終価格による。

　　(2)　店頭売買有価証券 日本証券業協会が公表する売買価格による。

　　(3)　海外の店頭市場における有価証券 ＮＡＳＤＡＱが公表する最終価格による。

　　(4)　気配等を有する有価証券 日本証券業協会が公表する公社債店頭基準気配等による。

　　　　((1)，(2)に該当する有価証券を除く)

　　(5)　非上場の証券投資信託の受益証券 基準価格による。

 　  2　開示の対象から除いた有価証券の連結貸借対照表計上額

 　     固定資産に属するもの

 　     　上場及び店頭売買株式以外の株式 88,448 百万円

 　     　核燃料サイクル開発機構出資証券ほか 10,589 百万円

 　     流動資産に属するもの

 　     　マネー・マネージメント・ファンドほか 12,837 百万円

前　　　　　　　　　　　　　　期

時 価 評 価 損 益

有 価 証 券 の 時 価 等
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1　取引の状況に関する事項

(1) 　取引の内容・取引に対する取組方針・取引の利用目的 (1) 　取引の内容・取引に対する取組方針・取引の利用目的

　当連結グループは，当連結グループ業務から発生する
債権・債務（実需取引）のみを対象として，市場変動に
よる損失回避あるいは費用の低減・安定を図る目的で，
デリバティブ取引を利用している。
　具体的には，外貨建債務に係る将来の為替相場の変動
による損失を回避するために，特定の外貨建負債を対象
とした為替予約取引及び通貨スワップ取引を実施してい
る。また，金融負債に係る将来の金利変動による損失を
回避するために，特定の金融負債を対象とした金利スワ
ップ取引及び金利オプション取引を実施している。
　なお，当連結グループは，短期的な売買差益を獲得す
る目的や投機目的のために，デリバティブ取引を利用す
ることはない。
　また，有効性の評価を行う場合には，事前テストとし
て回帰分析または変動の累積による比率分析，事後テス
トとして変動の累積を比率分析する方法により評価を行
っている。

　当連結グループは，当連結グループ業務から発生する
債権・債務（実需取引）のみを対象として，市場変動に
よる損失回避あるいは費用の低減・安定を図る目的で，
デリバティブ取引を利用している。
　具体的には，外貨建債務に係る将来の為替相場の変動
による損失を回避するために，特定の外貨建負債を対象
とした為替予約取引及び通貨スワップ取引を実施してい
る。また，金融負債に係る将来の金利変動による損失を
回避するために，特定の金融負債を対象とした金利スワ
ップ取引及び金利オプション取引を実施している。
　なお，当連結グループは，短期的な売買差益を獲得す
る目的や投機目的のために，デリバティブ取引を利用す
ることはない。

(2) 　取引に係るリスクの内容 (2) 　取引に係るリスクの内容
　デリバティブ取引は，為替・金利等市場の変動によっ
て発生する損失に係る市場リスクと，取引相手が倒産等
によって契約不履行となることで被る損失に係る信用リ
スクを有するものである。
　当連結グループの全てのデリバティブ取引は，為替・
金利の変動による原債務の損失を回避する目的で行って
おり，原債務の市場リスクを増加させるようなレバレッ
ジの効いたデリバティブ取引は行っていない。
　また，デリバティブ取引に伴う信用リスクを極力少な
くするために，取引相手として高格付の金融機関を選定
し，取引契約後も相手先の信用状況を把握する等の対策
を講じている。

　同　左

(3) 　取引に係るリスク管理体制 (3) 　取引に係るリスク管理体制
　当社には，デリバティブ取引を実施するに当たり，実
施権限，管理・報告方法等を定めた社内規程があり，こ
れに基づきデリバティブ取引を実施・管理している。
　取引管理部署は，取引実施部署から独立しており，取
引実施毎に取引種別，契約額（想定元本）等を管理して
いる。
　また，連結子会社においてもデリバティブ取引の実施
・管理にあたっては，当社に準じ適切なリスク管理体制
を整えている。

　同　左

(4) 　「取引の時価等に関する事項」に係る補足説明 (4) 　「取引の時価等に関する事項」に係る補足説明
「取引の時価等に関する事項」に記載される対象はない。 　次の「取引の時価等に関する事項」における「契約額

等」は，あくまでもデリバティブ取引における名目的な
契約額又は計算上の想定元本であり，当該金額自体は，
そのままデリバティブ取引に係わる市場リスク量又は信
用リスク量を示すものではない。

当　　　　　　　　　　期

 デリバティブ取引 

前　　　　　　　　　　期
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2　取引の時価等に関する事項

当　　期

　当期より，ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いているため，該当事項はない。

前　　期

  通　貨　関　連

(単位：百万円）

ス イ ス ・ フ ラ ン 22,361 22,361 18,535 △3,826

135,904 133,379 △11,060 △11,060

－ － － △14,886

(注)1　時価の算定方法

(1) 為替予約取引

    　先物相場によっている。

(2) 通貨スワップ取引

    　金融機関から提示された価格によっている。

 　 2　「外貨建取引等会計処理基準」により，外貨建金銭債権債務等に振り当てたデリバティブ取引については，

　　 　開示の対象から除いている。

  金　利　関　連

(単位：百万円）

65,000 65,000 2,248 2,248

180,000 180,000 1,475 1,475

－ － － 3,723

(注) 時価の算定方法

 　 　 金融機関から提示された価格によっている。

　連結子会社が実施しているデリバティブ取引については，時価及び評価損益相当額，契約額及び想定元本額が

少額であって重要性が乏しいため，開示の対象から除いている。

合　　　　計

市
場
取
引
以
外
の
取
引

前　　　　　　　　　　　　　　　　　期

評価損益
うち１年超

金 利 ス ワ ッ プ 取 引

区
 
分

種　　　類 契  約  額  等
時　　価

買 建市
場
取
引
以
外
の
取
引

種　　　類

為 替 予 約 取 引

通 貨 ス ワ ッ プ 取 引

受 取 米 ド ル ・ 支 払 円

支 払 固 定 ・ 受 取 変 動

受 取 固 定 ・ 支 払 変 動

デリバティブ取引の契約額等，時価及び評価損益

前　　　　　　　　　　　　　　　　　期

合　　　　計

時　　価 評価損益

区
 
分

うち１年超

契  約  額  等
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１　採用している退職給付制度の概要

２　退職給付債務に関する事項（平成13年3月31日現在）

３　退職給付費用に関する事項（自平成12年4月1日　至平成13年3月31日）

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

う場合がある。

（注）１ 当期に一部の連結子会社において制度変更が行われたことに伴うものである。
　　　２ 一部の連結子会社は，退職給付債務の算定にあたり，簡便法を採用している。　

（単位：百万円）

△115,290

④ 会計基準変更時差異の未処理額

① 退職給付債務

― 

② 年金資産
③ 未積立退職給付債務（①＋②）

△485,996
301,068

△184,927

⑤ 未認識数理計算上の差異 70,965
△ 1,328

⑨ 退職給付引当金（⑦－⑧）
⑧ 前払年金費用

⑥ 未認識過去勤務債務（債務の減額）（注1）

△146,606

⑦ 連結貸借対照表計上額純額（③＋④＋⑤＋⑥）
31,316

③ 期待運用収益

① 勤務費用 16,504

△ 8,758
② 利息費用 13,425

　　　２

④ 会計基準変更時差異の費用処理額

⑦ 退職給付費用（①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥）

－ 

3.0%

3.0%
1.5%，2.5%

簡便法を採用している一部の連結子会社の退職給付費用は，会計基準変更時差異の費用処理額
　　　　を除き，「① 勤務費用」に計上している。

 退　職　給　付 

　当社及び連結子会社は，退職時の給与額および勤続年数等に基づき算出する退職金制度を設けている。
一部の連結子会社を除き，退職時の年齢・勤続年数等により受給資格を得た退職者に係る退職金の一

定割合については，適格退職年金制度に移行している。また，従業員の退職に際して割増退職金を支払

当　　　　　期

　なお，当社については，退職金の50%を適格退職年金制度に移行している。

△ 76

（注）１ 上記退職給付費用には，割増退職金 7,421百万円が含まれていない。

44,997
⑥ 過去勤務債務の費用処理額
⑤ 数理計算上の差異の費用処理額 ― 

23,902

（単位：百万円）

期間定額基準

2.5% （期首時点の計算に適用した割引率 3.0%）

⑤ 数理計算上の差異の処理年数 (当社)

5年

3年

④ 過去勤務債務の額の処理年数 (当社)

① 退職給付見込額の期間配分方法

② 割引率　　　　　　　　　　 (当社)
　　　　　　　　　　　　　　　(連結子会社)

③ 期待運用収益率　　　　　　 (当社)
　　　　　　　　　　　　　　　(連結子会社)

（定額法による。）

定額法により，翌期から費用処理するこ

⑥ 会計基準変更時差異の処理年数

1年，5年

1年

　ととしている。　　　　　　　　　　　　　　　(連結子会社)

　　　　　　　　　　　　　　　(連結子会社)
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平成１３年５月２２日

上場取引所 東・大・名
９５０２ 本社所在都道府県
責任者役職名 経理部決算グループ長 愛知県

                       氏　　　　名    藤　　谷　　隆　　俊 ＴＥＬ （０５２）９５１－８２１１
平成１３年５月２２日 中間配当制度の有無  有
平成１３年６月２７日

１．１３年３月期の業績（平成１２年４月１日～平成１３年３月３１日） 

                                                                          (1) 経営成績  （百万円未満切り捨て）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 
２，１８２，８９９(　　３．２) ３１１，０４９(　　７．１) １５３，２０４(　２１．３)
２，１１５，５６５(△　１．２) ２９０，４９８(△　３．９) １２６，３２２(　４９．４)

百万円 ％ 円  銭 円  銭 ％ ％ ％
９８，７８７(　２２．８)

　８０，４５７(１０７．２)
（注）①期中平均株式数 １３年３月期 736,852,360株 １２年３月期 736,911,533株
　　　②会計処理の方法の変更　　　無
　　　③売上高，営業利益，経常利益，当期純利益におけるパーセント表示は，対前期増減率

  (2) 配当状況

円 銭 円 銭 円 銭  百万円 ％ ％
４４，２１０　 ４４．８　 
４４，２１０　 ５４．９　 

  (3) 財政状態

                     百万円百万円  百万円 ％ 円 　　　銭 
６，２４７，９６１ １，１０１，７３５ １７．６　 １，４９５．１９　 
６，０９８，２１０ １，０２１，７３３ １６．８　 １，３８６．６２　 

（注）期末発行済株式数 １３年３月期 736,852,360株 １２年３月期 736,852,360株

２．１４年３月期の業績予想（平成１３年４月１日～平成１４年３月３１日）

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期) １３９円７８銭

４．０
４．３

１株当たり株主資本

１０，９００億円程度 １，１００億円程度

株 主 資 本

売 上 高 経 常 利 益

６．０

配当性向
配 当 率

当期純利益率

経 常 利 益

決算取締役会開催日
定時株主総会開催日

  ２５． ００

中 間

潜 在 株 式 調 整 後

１株当たり当期純利益

期 末 (年　　間)

 株 主 資 本 総  資  本

13 年 3 月 期
12 年 3 月 期

当期純利益 経常利益率

売 上 高 営 業 利 益

売　上　高
経常利益率

１株当たり年間配当金 株主資本

１０２.
２．５９．３１２５.１３４.

配当金総額

13 年 3 月 期

総 資 産

  ６０． ００
  ６０． ００

３３
２９

００

７．０
 １８
０７

  ３０．

１０９. ８．４ ２．１

13 年 3 月 期
12 年 3 月 期

12 年 3 月 期

13 年 3 月 期
12 年 3 月 期

上 場 会 社 名
コ ー ド 番 号

中部電力株式会社

問 合 せ 先

当期純利益

  ３０．

１株当たり

  ３５．
００
００

１，０３０億円程度

　　７００億円程度

当期純利益

平成１３年３月期 個別財務諸表の概要

通 期

株主資本比率

中 間 期

２１，７００億円程度 １，６００億円程度
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貸 　 借    対    照    表

 平  成  １ ３ 年  ３  月 ３ １ 日 現 在

　 　    （単位：百万円）

13年３月末 12年３月末 増　　　減 13年３月末 12年３月末 増　　　減

 6,057,376 5,913,058 144,317 　 3,862,374 3,825,045 37,329 

　　 4,792,092 4,982,024 △189,932 1,944,318 2,000,796 △ 56,478 

441,118 456,992 △ 15,874 146,359 146,359 － 

980,114 1,096,102 △115,988 1,354,880 1,321,036 33,843 

257,765 278,261 △ 20,495 14,466 19,811 △ 5,345 

216 243 △ 27 129,572 98,607 30,964 

1,403,253 1,432,385 △ 29,131 182,496 168,615 13,881 

600,749 622,564 △ 21,814 74,655 69,817 4,838 

901,352 891,628 9,723 15,625 － 15,625 

206,123 202,425 3,698 　 1,281,998 1,248,923 33,074 

－ 1 △ 1 360,452 350,990 9,462 

1,399 1,419 △ 20 363,834 449,668 △ 85,834 

　　 840 144 695 159,000 117,000 42,000 

　 30,452 8,616 21,835 50,849 56,277 △ 5,427 

　 659,549 505,671 153,878 106,022 46,408 59,613 

659,461 505,570 153,891 101,649 99,906 1,743 

88 101 △ 12 67,233 59,521 7,711 

　 175,080 155,580 19,499 2,945 2,434 511 

37,328 46,936 △ 9,608 60,428 59,080 1,348 

137,751 108,643 29,107 9,568 7,612 1,955 

　 399,360 261,020 138,340 14 23 △ 9 

192,319 122,581 69,738 　 1,852 2,507 △ 655 

112,872 62,832 50,039  1,852 2,507 △ 655 

37,474 4,791 32,682     

56,995 70,944 △ 13,949 　 5,146,225 5,076,476 69,748 

△ 301 △ 129 △ 171 

　 190,519 185,152 5,367 　 374,513 374,513 － 

18,742 30,863 △ 12,121 　 107,870 107,503 366 

97,819 92,068 5,750 14,241 14,241 － 

11,912 3,269 8,643 93,628 93,261 366 

46,670 37,467 9,203 　 590,102 539,716 50,385 

80 2,118 △ 2,037 37 35 2 

99 79 20 － 4,380 △ 4,380 

12 11 1 273,000 273,000 － 

10,854 16,432 △ 5,577 153,000 23,000 130,000 

4,901 3,291 1,610 164,064 239,300 △ 75,235 

 △ 574 △ 449 △ 125 ( 98,787) ( 80,457) ( 18,330)

　 65 － 65 　 29,249 － 29,249 

65 － 65 1,101,735 1,021,733 80,001 

　合 6,247,961 6,098,210 149,750 　合    　                計 6,247,961 6,098,210 149,750 

科                  目

資           産          の           部 負     債    及    び    資     本    の    部

科                  目

評 価 差 額 金

（ う ち 当 期 利 益 ）

剰 余 金

利 益 準 備 金

資 本 合 計

１年以内に期限到来の固定負債

短 期 借 入 金

コ マ ー シ ャ ル ・ ペ ー パ ー

買 掛 金

未 払 金

未 払 費 用

未 払 税 金

預 り 金

関 係 会 社 短 期 債 務

資 本 金

法 定 準 備 金

諸 前 受 金

雑 流 動 負 債

引 当 金

渇 水 準 備 引 当 金

流 動 負 債

雑 固 定 負 債

当 期 未 処 分 利 益

海 外 投 資 等 損 失 準 備 金

原子力発電工事償却準備金

原 価 変 動 調 整 積 立 金

別 途 積 立 金

資 本 準 備 金

（ 電 気 事 業 法 第 ３ ６ 条 ）

負 債 合 計

長 期 未 払 債 務

退 職 給 付 引 当 金

使用済核燃料再処理引当金

原子力発電施設解体引当金

固 定 負 債

社 債

転 換 社 債

長 期 借 入 金

関 係 会 社 短 期 債 権

自 己 株 式

繰 延 税 金 資 産

   　                計

雑 流 動 資 産

貸 倒 引 当 金 （ 貸 方 ）

繰 延 資 産

社 債 発 行 差 金

売 掛 金

諸 未 収 入 金

貯 蔵 品

前 払 費 用

長 期 前 払 費 用

貸 倒 引 当 金 （ 貸 方 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

繰 延 税 金 資 産

加 工 中 等 核 燃 料

投 資 等

長 期 投 資

関 係 会 社 長 期 投 資

建 設 仮 勘 定

除 却 仮 勘 定

核 燃 料

装 荷 核 燃 料

貸 付 設 備

附 帯 事 業 固 定 資 産

事 業 外 固 定 資 産

固 定 資 産 仮 勘 定

変 電 設 備

配 電 設 備

業 務 設 備

休 止 設 備

原 子 力 発 電 設 備

内 燃 力 発 電 設 備

送 電 設 備

固 定 資 産

電 気 事 業 固 定 資 産

水 力 発 電 設 備

汽 力 発 電 設 備
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（注）
　　 １　固定資産の減価償却の方法
　　　　 有形固定資産は，定率法によっている。
　　 ２　資産の評価の方法
　　　(1)  長期投資のうち市場価格のある有価証券は，時価法によっている。
　　　 　　長期投資のうち市場価格のない有価証券及び関係会社長期投資のうち有価証券は，移動平均法による原価法
　　　 　　によっている。
　　　(2)　貯蔵品のうち燃料は，総平均法による原価法によっている。
　　 ３　重要な引当金の計上の方法
　　　(1)　退職給付引当金は，退職時に見込まれる退職給付額に基づく現価額から，年金資産の額を控除した額を計上
　　　 　　している。
　　　(2)　使用済核燃料再処理引当金は，使用済核燃料再処理費の期末要支払額の６０％を計上する方法によっている。
　　　(3)　原子力発電施設解体引当金は，原子力発電施設解体費の総見積額を基準とする額を原子力発電実績に応じて
　　　　　 計上している。
　　 ４　消費税等の会計処理
　　　　 消費税及び地方消費税の会計処理は，税抜方式によっている。
　　 ５　金融商品会計の適用
　　　　 当期から金融商品に係る会計基準を適用している。
　　 ６　退職給付会計の適用
　　　　 当期から退職給付に係る会計基準を適用している。
　　　　 これによる会計基準変更時差異(24,269百万円)については，当期にその全額を費用処理している。
　　　　 また，従来の退職給与引当金は退職給付引当金に含めて表示している。
　　 ７　有形固定資産の減価償却累計額　6,451,690百万円
　　 ８　保証債務　242,395百万円　社債の債務履行引受契約に係る偶発債務　390,858百万円
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損     益     計     算     書

平成１２年 ４ 月　１日から

平成１３年 ３ 月３１日まで

 （単位：百万円）

    科　　　    　   目 当　　期 前　　期 増　　減     科　　　    　   目 当　　期 前　　期 増　　減

経 常 費 用 の 部 経 常 収 益 の 部

1,871,850 1,825,067 46,782 2,182,899 2,115,565 67,333 

70,437 73,660 △ 3,223          電          灯          料722,572 693,447 29,125 

633,530 592,201 41,329          電          力          料1,419,999 1,384,388 35,611 

161,448 153,988 7,459          地 帯 間  販  売  電 力 料21,725 20,132 1,592 

123 116 6          電  気  事  業  雑  収  益14 14 0 

81,153 87,025 △ 5,871          貸  付   設   備   収   益726 639 87 

98,537 84,550 13,987 17,619 16,703 915 

162,091 153,207 8,884 240 240         ─ 

94,076 97,730 △ 3,654 

210,433 207,065 3,368 

67,935 66,809 1,125 

        ─ 0 △ 0 

27 31 △ 4 

210,752 229,238 △ 18,485 

54,836 53,496 1,339 

26,726 26,014 712 

△ 260 △ 68 △ 191 

(311,049) (290,498) (20,550)

155,923 159,299 △ 3,376    電  気  事  業   財  務   収  益2,254 1,966 287 

154,752 158,398 △ 3,646          受    取    配    当    金1,718 1,594 124 

0 0 △ 0          受      取      利      息535 372 163 

1,163 870 292 

7 30 △ 22 

11,842 8,195 3,646    営     業     外      収      益7,666 1,352 6,314 

178 32 146       附    帯    事   業   収   益102 29 72 

11,663 8,163 3,499       事     業    外     収     益7,564 1,322 6,241 

150 37 112 150 91 58 

11,512 8,125 3,386 6,138         ─ 6,138 

1,275 1,231 44 

2,039,615 1,992,563 47,052 2,192,820 2,118,885 73,935 

153,204 126,322 26,882 

△ 655 △ 2,471 1,815 

         渇水準備引当金取崩し(貸方) △ 655 △ 2,471 1,815 

153,859 128,793 25,066 

51,784 43,520 8,264 

3,287 4,815 △ 1,527 

98,787 80,457 18,330 

87,382 89,164 △ 1,781 

        ─ 92,193 △ 92,193 

        ─ 19 △ 19 

        ─ 2,431 △ 2,431 

        ─ 4,702 △ 4,702 

22,105 18,421 3,684 

        ─ 1,842 △ 1,842 

164,064 239,300 △ 75,235 

                    費         用         の         部                     収         益         の         部

当 期 経 常 収 益 合 計

附 帯 事 業 収 益

事 業 外 収 益

固 定 資 産 売 却 益

為 替 差 益

電 気 事 業 財 務 収 益

受 取 配 当 金

受 取 利 息

営 業 外 収 益

前 期 繰 越 利 益

利 益 準 備 金 積 立 額

当 期 未 処 分 利 益

税 引 前 当 期 利 益

法 人 税 等

当 期 利 益

渇水準備引当金取崩し(貸方)

当 期 経 常 費 用 合 計

当 期 経 常 利 益

電 気 事 業 営 業 収 益

電 灯 料

電 力 料

地 帯 間 販 売 電 力 料

電 気 事 業 財 務 費 用

他 社 販 売 電 力 料

託 送 収 益

附 帯 事 業 費 用

事 業 外 費 用

固 定 資 産 売 却 損

渇 水 準 備 金 引 当 又 は 取 崩 し

雑 損 失

支 払 利 息

営 業 外 費 用

株 式 発 行 費 償 却

社 債 発 行 費 償 却

社 債 発 行 差 金 償 却

電 源 開 発 促 進 税

事 業 税

電 力 費 振 替 勘 定 ( 貸 方 )

営 業 利 益

電 気 事 業 営 業 費 用

水 力 発 電 費

汽 力 発 電 費

原 子 力 発 電 費

内 燃 力 発 電 費

地 帯 間 購 入 電 力 料

他 社 購 入 電 力 料

送 電 費 貸 付 設 備 収 益

電 気 事 業 雑 収 益

雑 収 益

法 人 税 等 調 整 額

変 電 費

配 電 費

販 売 費

休 止 設 備 費

貸 付 設 備 費

一 般 管 理 費

自 己 株 式 消 却 額

中 間 配 当 額

過 年 度 税 効 果 調 整 額

税効果会計適用に伴う海外投資等損失準備金取崩額

税効果会計適用に伴う原子力発電工事償却準備金取崩額
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    （単位：百万円）

164,064 239,300

2 4

4,380

164,067 243,685

これを次のように処分する。

366

22,105 25,789
     １株につき 30円      １株につき 35円

140 140
（ 26 ） （ 26 ）

6

55,000 130,000

86,822 87,382

(注) 前期は１８，４２１百万円（１株につき２５円）の中間配当を実施した。

当期は２２，１０５百万円（１株につき３０円）の中間配当を実施した。

利  益  処  分  案

合 計

原 子 力 発電 工事 償却 準備 金取 崩し

海 外 投 資 等 損 失 準 備 金 取 崩 し

当 期 未 処 分 利 益

科 目 当　　期（13/3月) 前　　期（12/3月)

海 外 投 資 等 損 失 準 備 金

別 途 積 立 金

次 期 繰 越 利 益

利 益 準 備 金

配 当 金

役 員 賞 与 金
（ う ち 監 査 役 分 ）
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(単位：百万円）

　リース物件の所有 1　リース物件の取得価額相当額，減価償却累 1　リース物件の取得価額相当額，減価償却累

権が借主に移転する  計額相当額及び期末残高相当額  計額相当額及び期末残高相当額
と認められるもの以
外のファイナンス・
リース取引

業 務
設 備 30,995 13,780 17,214 業 務

設 備 29,616 14,575 15,040

配 電
設 備 4,865 1,976 2,888 配 電

設 備 4,548 1,324 3,223

その他 5,308 2,457 2,850 その他 5,910 2,847 3,063

合　計 41,168 18,214 22,953 合　計 40,074 18,746 21,328

　 なお，取得価額相当額は，未経過リース料    同　左
 期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め
 る割合が低いため，支払利子込み法により算
 定している。

2　未経過リース料期末残高相当額 2　未経過リース料期末残高相当額
  

1 年 内 1 年 内

1 年 超 1 年 超

合 計 合 計

　 なお，未経過リース料期末残高相当額は，    同　左
 未経過リース料期末残高が有形固定資産の期
 末残高等に占める割合が低いため，支払利子
 込み法により算定している。

3　当期の支払リース料及び減価償却費相当額 3　当期の支払リース料及び減価償却費相当額

7,854 9,136
7,854 9,136

4　減価償却費相当額の算定方法 4　減価償却費相当額の算定方法

　 リース期間を耐用年数とし，残存価額を零    同　左
 とする定額法によっている。

減 価 償 却 費 相 当 額

 リース取引 

項　　　　目 前　　　　　期

取得価額
相 当 額

期 末 残 高
相 当 額

21,328

減 価 償 却
累 計 額
相 当 額

7,491

13,837

支 払 リ ー ス 料

当　　　　　期

取得価額
相 当 額

減 価 償 却
累 計 額
相 当 額

期 末 残 高
相 当 額

減 価 償 却 費 相 当 額
支 払 リ ー ス 料

8,206

14,747

22,953
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(単位：百万円)

　　　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　　　　　繰延税金資産

　　　　　　繰延資産償却損金算入限度超過額 29,027

　　　　　　退職給付引当金損金算入限度超過額 22,923

　　　　　　使用済核燃料再処理引当金損金算入限度超過額 11,980

　　　　　　原子力発電施設解体引当金損金算入限度超過額 7,353

　　　　　　その他 23,996

　　　　　繰延税金資産合計 95,281

　　　　　繰延税金負債

　　　　　　その他有価証券評価差額金 △16,254

　　　　　　適格退職年金前払計上額 △11,119

　　　　　　その他 △56

　　　　　繰延税金負債合計 △27,431

　　　　　繰延税金資産の純額 67,850

 税効果会計 

当　　　　期

－ 29 －


